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１．１１．１１．１１．１        研究の背景研究の背景研究の背景研究の背景    
 
 我が国は、急激なスピードで「社会の高齢化」が進んでおり、それに伴い４５歳以上の中高齢者の労働力人

口の構成も年々高まっている。１９８０年では、３７.５％であった中高齢者の労働力人口の構成比は、 
１９９０年に入ると４２.４％、２０００年には４７.３％と上昇の途をたどっている。 
 

図表１．１．１：４５歳以上中高齢者労働力人口の構成比の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                          45 歳未満 

45 歳以上 
 

（出所：総務庁「昭和６０年労働力調査年報」１６頁、総務庁「平成１２年労働力調査年報」３２頁を基に作成） 
 
 労働力人口の高齢化は、新しい知識、技能を必要とする仕事に適応するという観点で考えると、幾つかの問

題をはらんでいる。人間の知能は、学習や行動に関わる能力である「流動性知能」と判断力、理解力に関わる

「結晶性知能」に区分できるが、情報を効率的に習得しそれを活用する能力の「流動性知能」は３０代をピー

クとし、年齢とともに衰える傾向にある。また、加齢に伴い人間の能力、体力はバラツキが大きくなる傾向が

あり、新しい仕事に適応できる人と適応できない人に二極分化することが想定される。その結果、労働市場に

おいて、４５歳以上の中高齢者では需要側と供給側に大きなズレが生じ、需要側の方が低くなる問題が発生し

ている。この傾向は次頁の図表１．１．２の年齢階層別の有効求人倍率（平成１２年１０月時点）を見ても明

らかである。 
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図表１．１．２：年齢層別の有効求人倍率（平成１３年１１月） 

 
（出所：厚生労働省「平成１３年１１月職業安定業務統計」） 

 
 一方、インターネット等に代表される情報技術（Information Technology（IT））は、我が国の中で急激な

速度で普及している。一般世帯、事業所ともにその普及率は上昇し、それに合わせ利用者数も増加している。 
 

図表１．１．３：我が国におけるインターネットの普及状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※１ 事業所は全国の（郵便業及び通信業を除く。）従業者５人以上の事業所。 
※２ 「企業普及率（３００人以上）」は全国の（農業、林業、漁業及び鉱業を除く。）従業者数３００人以上

の企業。 
（出所：総務省「平成１３年版 情報通信白書」４頁） 
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さらに、年齢別に見たインターネット利用全体の割合に関しては、４０歳台で４７．５％と過半数近く、 
５０歳台で３３．７％と全体の三分の一となり、現段階でも数多くの中高齢者が利用していることが分かる。 

 
図表 1．1．4：年齢別にみたインターネット利用全体／パソコンインターネット利用／携帯電話・PHS イン

ターネット利用の比率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出所：総務省「平成１３年版 情報通信白書」１０１頁） 
 
 インターネットに代表されるＩＴ機器・サービスを用いた仕事には従来とは異なる新しい知識技能が要求さ

れ、その仕事へ中高齢者をいかに適応させるかということは、我が国の政策上、非常に重要な課題である。そ

してＩＴ化、高齢化の進展が、中高齢者個人、職場内での仕事の進め方、そして、社会全体に及ぼす影響を十

分に検討し、対応方策を個人、企業、行政の各段階で考えて行く必要がある。 
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１．２１．２１．２１．２        研究の目的研究の目的研究の目的研究の目的    
 
 本研究は、小渕元内閣総理大臣の提唱により始まった「ミレニアム・プロジェクト」の一環として、厚生労

働省殿より委託を受けたものであり、前述の研究背景を踏まえ、急激な速度で進展するＩＴなどの技術革新に

より生み出された機器・サービスを用いた仕事の特徴とそれに対応した職務能力の要素を抽出し、中高齢者が、

自己の職務能力を客観的、かつ適正に把握し、診断・サポートする「情報化対応職務能力診断システム」を構

築することを目的とした。 
 
 平成１２年度、平成１３年度に実施した研究の内容は、以下のとおりである。 
 
（１）平成１２年度の研究内容（１）平成１２年度の研究内容（１）平成１２年度の研究内容（１）平成１２年度の研究内容    
 ①ＩＴ化の進展、加齢が職務能力に及ぼす影響の把握 
 ②仕事の力量、労働意欲診断のためのチェックリスト素案の作成 
 ③認知機能検査のための基礎的な情報収集 
 
 
（（（（２）平成１３年度の研究内容２）平成１３年度の研究内容２）平成１３年度の研究内容２）平成１３年度の研究内容    
 ①仕事の力量、労働意欲診断のためのチェックリストの作成と結果のＤＢ化 
 ②認知機能診断のための診断方法の作成と結果のＤＢ化 
 ③情報化対応職務能力診断システムの構築 
 
 
 なお、本研究に当たっては、以下の点を前提として、取りまとめを行った。 
    
（１）本研究及び本診断システムでの職務能力のとらえ方（１）本研究及び本診断システムでの職務能力のとらえ方（１）本研究及び本診断システムでの職務能力のとらえ方（１）本研究及び本診断システムでの職務能力のとらえ方 
 本研究では、情報化への対応を高度に求められる仕事に必要とされる職務能力を以下のようにとらえ、「情

報化対応職務能力診断システム」に反映させた。職務能力は、「④仕事の力量」、「③労働意欲」、「②認知機能

（２１世紀の労働に必要な能力）」、「①健康（身体的能力、精神的能力、社会適応力）」の機能から構成される。 
 

図表１．２．１：本研究、及び本診断システムでの職務能力のとらえ方 
 
 
 
 
 
    
    
    
    
 
 
 

（産業医科大学 神代雅晴教授） 

 

①仕事の力量①仕事の力量①仕事の力量①仕事の力量 

②労②労②労②労    働働働働    意意意意    欲欲欲欲 

③③③③ 認認認認    知知知知    機機機機    能能能能 

④④④④ 健健健健    康康康康 

誘因誘因誘因誘因 動因動因動因動因 

２１世紀の労働に必要な能力２１世紀の労働に必要な能力２１世紀の労働に必要な能力２１世紀の労働に必要な能力 

精神的能力精神的能力精神的能力精神的能力    身体的能力身体的能力身体的能力身体的能力    社会適応力社会適応力社会適応力社会適応力 

④仕事の力量④仕事の力量④仕事の力量④仕事の力量 

③労③労③労③労    働働働働    意意意意    欲欲欲欲 

②②②② 認認認認    知知知知    機機機機    能能能能 

①①①① 健健健健    康康康康 

誘因誘因誘因誘因 動因動因動因動因 

２１世紀の労働に必要な能力２１世紀の労働に必要な能力２１世紀の労働に必要な能力２１世紀の労働に必要な能力 

精神的能力精神的能力精神的能力精神的能力    身体的能力身体的能力身体的能力身体的能力    社会適応力社会適応力社会適応力社会適応力 
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①～④の各機能には以下の特徴がある。 
 
 ①健 康  ：人間の身体、精神、社会適応に関わる基本的な機能であり、加齢の影響を受けやすい。ただ

し、本研究では、時間的な制約のため、研究対象からは外した。 
②認知機能 ：情報を知覚し、判断し、記憶する人間の基本的な機能であり、加齢の影響を受けやすい。こ

の機能は、情報化への対応を高度に求められる仕事では非常に重要な機能である。 
③労働意欲 ：仕事に対するやる気であり、外部環境からの影響を受けやすい。 
④仕事の力量：仕事の成果に直接結びつく能力で、仕事自体の特徴、職場環境などの外部環境からの影響を

受けやすい。 
 
 
従来の職務能力診断システムの対象は、「④仕事の力量」が中心であり、「③労働意欲」「②認知機能」にま

で範囲を広げたものはなく、そういった観点からも本診断システムは、国内外において、先駆的なものと言え

る。 
 
（２）職務能（２）職務能（２）職務能（２）職務能力を検討する上での留意点力を検討する上での留意点力を検討する上での留意点力を検討する上での留意点    
  さらに、職務能力を抽出する際に、以下の２つの視点に留意しながら、検討を進めた。 
 ①加齢の影響を受ける職務能力 
 ②ＩＴ化の進展により影響を受ける職務能力 
    
（３）本研究及び診断システムの対象者（３）本研究及び診断システムの対象者（３）本研究及び診断システムの対象者（３）本研究及び診断システムの対象者    
 本研究では、４５歳以上のホワイトカラーを対象とした。ホワイトカラーは、我が国の労働力人口の５０％

を超えており、製造業などにおける生産作業の職務に比べ、生産性向上への取り組みが十分とは言い難く、早

期に検討すべき層と言える。ただし、本研究は２年間という限られた期間内で行われたため、上記（２）の２

つの留意点を踏まえ、「①中高齢ホワイトカラーの代表的職位群」と「②情報化対応の仕事を行う代表的職種

群」を選定し、研究対象とした。 
①４５歳以上の中高齢者ホワイトカラーの代表的な職位群 

 ・部課長クラスの管理職・部課長クラスの管理職・部課長クラスの管理職・部課長クラスの管理職    
 ②情報化対応の仕事を行う代表的な職種群 
 ・ソフトウェア技術者・ソフトウェア技術者・ソフトウェア技術者・ソフトウェア技術者    
    

図表１．２．２：本研究及び診断システムの対象者 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部課長クラスの 
管理職 

ソフトウェア技術者 

代表的職位群 

代表的職種群 

４５歳以上の中高齢ホワイトカラー群全体 
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１．３１．３１．３１．３        研究の項目、及び方法研究の項目、及び方法研究の項目、及び方法研究の項目、及び方法    
 
本研究は、平成１２年度、平成１３年度の全体を通じて、後述する研究会、及びその下部組織であるワーキ

ンググループを設置し、そこでの討議を踏まえて取りまとめを行った。 
 

（１）（１）（１）（１）    仕事の力量・労働意欲チェックリスト作成検討作業仕事の力量・労働意欲チェックリスト作成検討作業仕事の力量・労働意欲チェックリスト作成検討作業仕事の力量・労働意欲チェックリスト作成検討作業    
 
 
 
 
 
 
（２）（２）（２）（２）    仕事の力量・労働意欲チェックリストに関する調査結果解析作業仕事の力量・労働意欲チェックリストに関する調査結果解析作業仕事の力量・労働意欲チェックリストに関する調査結果解析作業仕事の力量・労働意欲チェックリストに関する調査結果解析作業    
 
 
 
 
 
 
（３）認知機能検査実験作業（３）認知機能検査実験作業（３）認知機能検査実験作業（３）認知機能検査実験作業    
 
 
 
 
 
 
 
（４）情報化対応職務能力診断システム構築作業（４）情報化対応職務能力診断システム構築作業（４）情報化対応職務能力診断システム構築作業（４）情報化対応職務能力診断システム構築作業    
 
 
 
 
 
 
（５）シンポジウム開催作業（５）シンポジウム開催作業（５）シンポジウム開催作業（５）シンポジウム開催作業    
    
    
    
    
    
 

・平成１２年度に作成した仕事の力量、労働意欲チェックリスト（部課長クラス用、ソフトウエア技術者

用）、意欲度評価チェックリストについて、チェックリスト項目、評価基準等の観点から、再度検討を行

なった。 

・前年度に配布・回収したチェックリストを、平成１３年度は入力・集計し、その結果（部課長クラス用、

ソフトウエア技術者用）の分析を行った。 

・認知機能検査項目（記憶、判断、など）を選定し、その項目について、被験者を用いた予備実験を行

い、その結果を解析した。 
・文献調査、及び精神－運動系機能検査実験により、検査項目の選定等を行った。 

・（２）のチェックリストに関する解析結果、（３）の認知機能検査実験結果を踏まえ、中高齢者が、

自己の職務能力を客観的かつ適正に把握できる能力評価、診断、サポートシステムを開発した。 

・情報化対応職務能力診断システムを開発するに当たり、国内外の当該分野の専門家による中高齢労働

をテーマにシンポジウムを開催し、その成果を研究に反映させた。 
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１．４１．４１．４１．４        研究の体制研究の体制研究の体制研究の体制    
 
 本研究は、産業医科大学神代雅晴教授を主査とした研究会を設置し、検討を進めた。さらに、この研究会の

下部組織として三つのワーキンググループ（「Ａ 部課長職」「Ｂ ソフトウエア技術者」「Ｃ 精神－運動系機能

検査」）を設置し、具体的な調査、研究を行った。研究会、及びワーキンググループの構成、メンバーは以下

のとおりである。 
 
 

図表１．４．１：研究の体制 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）（１）（１）（１）    研究会メンバー研究会メンバー研究会メンバー研究会メンバー    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）研究会 
  ・研究項目についての検討と方針の決定を行った。 

（２）ワーキンググループ 
  ・研究会の方針を踏まえ、具体的な調査・研究等を行った。

Ａ 部課長職 
  ワーキンググループ 
 中高齢者の職位を代表 
 する部課長職の職務能力 
 について検討を行った。 

Ｂ ソフトウエア技術者 
  ワーキンググループ 
 ＩＴ化の影響を受ける職種を代 
 表するソフトウエア技術者の職務 
 能力について検討を行った。 

Ｃ 精神－運動系機能検査 
  ワーキンググループ 
 加齢に伴う精神－運動系機 
 能（特に、認知機能）を対象

とした検査方法について検

討を行った。 

  ●主査    神代 雅晴  産業医科大学 教授 
  ●委員      伊藤 謙治  東京工業大学  教授 

  梅澤 隆   国士舘大学  教授  
  落合 孝則  富士通株式会社  主管研究員 
  瀬尾 明彦  福井医科大学  助教授  
  田中 丈夫  日本エクスラン工業株式会社 取締役管理部長 
  野呂 咲人  株式会社三菱総合研究所  行動科学研究チーム長 
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ワーキンググループメンバーワーキンググループメンバーワーキンググループメンバーワーキンググループメンバー    
 
 Ａ 部課長職ワーキンググループ 
 
 
 
 
 Ｂ ソフトウエア技術者ワーキンググループ 
 
 
 
 
 
 
 
 Ｃ 精神－運動系機能検査ワーキンググループ 
 
 
 
 
 
 
 

＊ 委員、専門委員の順番は五十音順 
 
 
（２）（２）（２）（２）    研究機関との連携研究機関との連携研究機関との連携研究機関との連携    
 
 
 

 ●委員    伊藤 謙治  東京工業大学  教授 
        田中 丈夫  日本エクスラン工業株式会社 取締役管理部長 

 ●委員    梅澤 隆   国士舘大学  教授  
        落合 孝則  富士通株式会社  主管研究員 
 ●専門委員    石川  淳      山梨学院大学  講師 
                内田  賢      東京学芸大学  助教授 
                白木  三秀    早稲田大学  教授 

 ●委員    神代 雅晴  産業医科大学 教授   
        瀬尾 明彦  福井医科大学  助教授 
               野呂 咲人  株式会社三菱総合研究所  行動科学研究チーム長 
 ●専門委員    岩井  阿礼    淑徳大学  非常勤講師 

         垣本  由紀子  実践女子大学  教授 
              星    薫      放送大学  助教授 

 ●株式会社三菱総合研究所  
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１．５．研究のスケジュール１．５．研究のスケジュール１．５．研究のスケジュール１．５．研究のスケジュール    
 
 
           平成 1３年                           平成 1４年 （月） 
  ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

（１）チェックリス

ト作成検討作業 

            

（２）チェックリス

トに関する調査結果

解析作業 

            

（３）精神－運動系

機能検査実験作業 

     
 
 
 

参考値 

 
 
 

設定の 

 
 
 
 

ための 

 
 
 

実験 

   

（４）情報化対応職

務能力診断システム

構築作業 

            

（５）シンポジウム

開催作業 

     
準備 

 
作業 

 
▲ 

9/27 

取りま

とめ 
 

 
作業 
 
 

    

 
 

研究会 

            

Ａ 
部課長職 

            

Ｂ 
ソフト 
ウエア 
技術者 

            
ﾜｰｷﾝｸﾞ 
ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

Ｃ 
精神－ 
運動系 
機能検査 

            

 
 
 
 
    

▲ ▲ 

    4/25 

（第 1 回）

  5/21 

（第 2 回）

6/15 

（第 3 回）

▲ 

▲ 

    4/25 

（第 1 回）

▲ 
  5/22 

（第 2 回）

▲ 

4/16 

（第 1 回）

▲ 

5/17 

（第 2 回）

▲ 

6/5 

（第 3 回）

▲

     8/27 

（第 4 回）

▲ 

10/16 

（第 5 回）

▲ 

4/16 

（第 1 回）

▲ 

6/2 

（第 2 回）

▲

7/30

（第 3 回）

▲ 

10/4 

（第 4 回）

   12/21 

（第 5 回）

▲

▲ 

10/4 

（第 4 回）

▲ 

10/11 

（第 5 回）

▲ 

  11/20 

（第 6 回）

▲ 

6/13 

（第 3 回）

▲ 

6/26 

（第 4 回）

システム構築 
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＜用語の再定義＞＜用語の再定義＞＜用語の再定義＞＜用語の再定義＞    
    

・平成１３年度の研究にあたり、平成１２年度に用いていた用語の呼称を、下記の通り、 
  変更した。 

変更後（平成１３年度）変更後（平成１３年度）変更後（平成１３年度）変更後（平成１３年度）    変更前（平成１２年度）変更前（平成１２年度）変更前（平成１２年度）変更前（平成１２年度）    
・以下を総称して「仕事の力量」とする 
◆技能 
◆知識力・情報源 
◆環境変化対応能力 

 
◆技能 
◆知識 
◆情報源 

◆労働意欲 ◆意欲度等 
◆認知機能 ◆精神－運動系機能 
◆仕事の力量チェックリスト 
◆労働意欲チェックリスト 

◆職務能力評価チェックリスト 
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